
貸　　借　　対　　照　　表

令和 3 年 8 月 31 日現在

（単位：千円）

流動資産 （ ） 流動負債 （ ）

固定資産 （ ）

 有形固定資産 （ ） 固定負債 （ ）

（ ）

 無形固定資産 （ ） （ ）

（ ）

 投資その他の資産 （ ） （ ）

 自己株式

評価・換算差額等 （ ）

（ ）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1． 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のあるもの

市場価格のないもの

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品

2． 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

① 建物

② その他

(2) 無形固定資産

(3) リース資産

3． 引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

第14期個別注記表

定額法

定率法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。

従業員の賞与の支給に備えるために支給見込額の当期負担
分を計上しております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

（ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及
び構築物は定額法）

定額法

移動平均法による原価法

個別法による原価法



4． その他計算書類作成のための基本となる重要事項

(1) 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(2) リース取引の処理方法

(3) 前払費用の処理方法

(4) 消費税等の会計処理

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

1． 有形固定資産の減価償却累計額

(1) 建物 21,687千円
(2) 建物附属設備 553千円
(3) 機械及び装置 1,760千円
(4) 車両運搬具 4,633千円
(5) 工具器具備品 14,819千円
(6) リース資産 35,278千円

2． 関係会社に対する金銭債権債務

金銭債権 148,046千円
金銭債務 248,889千円

Ⅲ 損益計算書に関する注記

1． 関係会社との取引高

売上高 557,291千円
外注加工費等 8,084千円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数
(1)普通株式 123,900株
(2)自己株式 11,500株

1年以上の長期に亘る費用については長期前払費用として投資その他の資産に計
上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる重要な工事につい
ては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事に
ついては工事完成基準を適用しております。

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。



Ⅴ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産
賞与引当金繰入超過額
賞与引当分法定福利費
労働保険料
未払事業所税
投資有価証券評価損
資産除去債務
固定資産除却損
原状回復等損失
繰越欠損金
未払給与

繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金

繰延税金負債の合計
繰延税金資産の純額

Ⅵ 1株当たり情報に関する注記

1． 1株当たり純資産額 5,427円21銭
2． 1株当たり当期純利益 1,004円24銭

Ⅶ 重要な後発事象に関する注記

Ⅷ 当期純利益

90,522千円

令和3年10月8日開催の取締役会で第3回新株予約権の発行を決議しております。
令和3年10月8日付で当社と完全子会社である株式会社コムデックとの吸収合併契約を締
結しております。

（注）当社は、令和3年5月23日付で普通株式1株につき10株の割合で株式分割を行って
おります。当期首に当該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり純資産額及び1株当
たり当期純利益を算定しております。
令和3年3月31日に新株予約権5,840個が行使されておりますが、便宜的に当期末の発行
済株式総数（自己株式数を除く。）を基に、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利
益を算定しております。
当期末日において新株予約権が1,160個ありますが、簡便的に潜在株式の調整はしてお
りません。
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1,966千円

836千円
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27,217千円

4,588千円

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

9,390千円
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